
 株式会社テ レ ビ 津山 テ レ ビ サービ ス契約約款

株式会社テレ ビ 津山（ 以下「 Ｔ Ｖ Ｔ 」 と いいま す） と 、 Ｔ Ｖ Ｔ が行う サービ ス の提供を 受ける 者（ 以下「 加入者」 と い

いま す） と の間に締結さ れる 契約（ 以下「 加入契約」 と いいま す） は、 次の条項によ る も のと し ま す。

（ Ｔ Ｖ Ｔ のサービ ス ）　

第１ 条

Ｔ Ｖ Ｔ は、 岡山県北部地区を 主と する 区域内でＴ Ｖ Ｔ のサービ ス を 提供でき る 区域（ 以下「 業務区域」 と いいま す）

において、 加入者に次のサービ ス を 提供し ま す。〈 放送サービ ス （ 業務内容およ び料金等は別に記載し ま す。）

（ 1） Ｔ Ｖ Ｔ が受信可能な放送局のテレ ビ ジョ ン 放送を 受信し 、 有線によ り その放送番組に変更を 加えないで同時

に再放送する 業務。

（ 2） 加入者の受信機（ テレ ビ ジョ ン 等を いいま す。 以下同じ ） の設置場所が属する 県内に、 2018 年 4 月 1 日時

点で開設し ている 放送事業者のテレ ビ ジョ ン 放送を 受信し、 有線によ り その放送番組に変更を 加えないで同

時に再放送する 業務。

（ 3） テレ ビ ジョ ンの自主放送番組を 有線で放送する 業務。

（ 4） 別表に定める 利用料の支払いによ り 視聴可能と なる、 デジタ ルによ る 基本契約サービ ス、 デジタ ルによ る オ

プショ ン サービ ス 等を放送する 業務。

（ 5） 別表に定める 利用料の支払いによ り 利用可能と なる、 セッ ト ト ッ プボッ ク ス を レ ン タ ルする 業務（ 詳細は別

途に定める も のに準拠し ま す。）

２ ． Ｔ Ｖ Ｔ はサービ ス 内容を 変更する こ と が出来ま す。 尚、 変更によ って起こ る 損害の賠償には応じ ま せん。

（ 契約の単位）

第２ 条

加入契約は、 端子（ ク ロ ージャ ーの１ 端子をいいま す。 以下同じ ） ご と に行いま す。

２ ． 集合住宅においては、 加入契約は 1 世帯（ 同一の住居およ び生計を と も にする 者の集ま り 、 ま たは、 独立し て

住居も し く は生計を維持する 単身者をいいま す。 以下同じ ） ご と に行いま す。

（ 契約の成立等）

第３ 条

加入契約は、 加入申込者があ ら かじ めこ の約款を 承認のう え、 Ｔ Ｖ Ｔ 所定の手続き を 経て、 Ｔ Ｖ Ｔ が契約を 承諾し

た時を も っ て成立する も のと し ま す。 ただし 、 次のいずれかに該当する 場合には、 Ｔ Ｖ Ｔ は契約を 承諾し ないか、

承諾後であっ ても 承諾の取消し をおこ なう 場合があり ま す。

（ 1） 加入申込書の虚偽の記載が判明し たと き 。

（ 2） 加入申込者がＴ Ｖ Ｔ の利用料等の支払いを 怠る おそれがある と き 。

（ 3） Ｔ Ｖ Ｔ のサービ ス の提供が施設設置面での技術的な理由等によ り 困難なと き 。

（ 4） その他、 Ｔ Ｖ Ｔ の業務に著し い支障がある と き 。

（ 5） 加入申込者が未成年であり 、 法定代理人の同意を 得ていないと き 。

（ 6） 加入申込者が成年被後見人であり 、 成年後見人の同意を得ていないと き 。

２ ． 集合住宅にお住ま いの方は、 居住する 集合住宅において、 既にＴ Ｖ Ｔ と の共同加入契約に基づく サービ ス が提

供さ れている こ と 又は提供さ れる 予定である こ と が条件と なり ま す。  

（ 業務区域の掲示、 閲覧）

第 4 条

Ｔ Ｖ Ｔ は、 その業務区域についてＴ Ｖ Ｔ のホームページ並びにその他の方法によ り 掲示致し ま す。

（ 利用料）

第 5 条

加入者は、 Ｔ Ｖ Ｔ のサービ ス の提供を 受け始めた日の属する 月から、 こ の加入契約の解約を 申し 出た日の属する 月

ま で、 別表にて定める 利用料を Ｔ Ｖ Ｔ に支払う も のと し ま す。 なお分譲マン ショ ン その他の特殊な契約については、

その都度別途に協議のう え定める も のと し ま す。

２ ． Ｔ Ｖ Ｔ は利用料を改定する 場合は、 １ カ月前に当該加入者に通知し ま す。

３ ． 利用料の中には、 Ｎ ＨＫ 放送受信料、 Ｎ Ｈ Ｋ 衛星放送受信料、 株式会社ＷＯ ＷＯ Ｗの視聴料を含みま せん。

（ 利用料の支払方法等）

第６ 条

加入者は、 第５ 条に定める 利用料を 別途定める 支払方法によ り 定めら れた期日ま でに遅滞なく 支払う も のと し ま す。
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２ ． 加入者が、 利用料の支払方法を 自動振替によ る 場合は、 別に定める 預金口座振替依頼書の規定に基づいて支払

う も のと し ま す。

３ ． 加入者が、 本条第１ 項に定める 利用料の支払い義務を 怠っ た場合、 TVT はこ の加入契約を 解約でき る も のと し

ま す。

（ 割増金）

第７ 条

加入者は、 料金の支払を 不法に免れた場合は、 その免れた額のほか、 その免れた額（ 消費税相当額を 加算し ない額

と し ま す。） の２ 倍に相当する 額に消費税相当額を加算し た額を 割増金と し て、Ｔ Ｖ Ｔ が別に定める 方法によ り 支払っ

ていただき ま す。

（ 延滞利息）

第８ 条

加入者は、 料金その他の債務（ 延滞利息を 除き ま す。） について支払期日を 経過し ても なお支払がない場合には、 支

払期日の翌日から 支払の日の前日ま での日数について、 年１ ４ . ５ ％の割合で計算し て得た額を 延滞利息と し てＴ Ｖ

Ｔ が別に定める 方法によ り 支払っ ていただき ま す。 ただし 、 支払期日の翌日から 起算し て１ ０ 日以内に支払があ っ

た場合は、 こ の限り ではあり ま せん。

（ Ｔ Ｖ Ｔ の責任事項及び免責事項）

第９ 条

Ｔ Ｖ Ｔ が第１ 条第１ 項各号に定める 再放送業務の全てを １ カ 月のう ち、 引き 続き １ ０ 日以上行わなかっ た場合は、

当該月分（ ２ カ月にわたり ひき つづき １ ０ 日以上２ ０ 日未満行わなかっ た場合は、 初月分） の利用料は、 第５ 条の

規定にかかわら ず無料と し ま す。 ただし 、 次の事項あ る いはＴ Ｖ Ｔ の責に帰さ ない原因によ り 発生し た損失ま たは

損害については責任を 負わないも のと し ま す。

（ 1） Ｔ Ｖ Ｔ のサービ ス の提供開始後、 加入者の施設（ V-ONU から 加入者の受信機等の入力端子ま での施設を いい

ま す。 以下同じ ） およ び受信機等に起因する 事故を 生じ た場合。

（ 2） 天災地変、 降雨減衰その他当社の責によ ら ない事由によ り サービ ス が停止し た場合。

（ 3） 衛星事業者の責によ る 事由によ る 場合。

（ 4） 放送事業者、 衛星事業者、 番組供給会社等およ びＴ Ｖ Ｔ の送信設備の維持管理上必要不可欠な計画停電、 メ

ンテナンス 等によ る 一時的な停止。

（ 5） 落雷など の当社の責に帰さ ない事由等によ り 、 Ｔ Ｖ Ｔ 施設に接続さ れた加入者施設およ び受信機等が故障し

た場合。

（ 6） その他Ｔ Ｖ Ｔ の責めに帰さ ない一切の事由

（ 施設の設置およ び費用の負担等）

第１ ０ 条

Ｔ Ｖ Ｔ のサービ ス を 提供する ため必要と する 施設の設置工事は、 すべてＴ Ｖ Ｔ ま たはＴ Ｖ Ｔ の指定する 業者が行う

も のと し ま す。

２ ． Ｔ Ｖ Ｔ はＴ Ｖ Ｔ の施設（ 放送セン タ ーから V-ONU ま で） の設置に要する 費用を 負担する も のと し ま す。

３ ． 加入者は、 加入者の施設の設置に要する 費用を負担する も のと し ま す。

４ ． 前二項の規定によ り Ｔ Ｖ Ｔ ま たは加入者が費用を 負担し て設置し た施設は、 それぞれの所有ま たは占有に帰す

る も のと し ま す。

５ ． 加入者は、 Ｔ Ｖ Ｔ の施設と 、 加入契約以外の受信機等を 相互に接続し てはなり ま せん。

６ ． 加入者は、 加入者の施設の設置について、 あら かじ め地主、 家主その他利害関係人の承諾を 得ておく も のと し、

後日苦情が生じ た場合があ っ ても 、 加入者が自ら の責任と 負担で解決する も のと し 、 Ｔ Ｖ Ｔ はその責を 負わないも

のと し ま す。

（ 便宜の提供）

第１ １ 条

加入者はＴ Ｖ Ｔ ま たはＴ Ｖ Ｔ の指定する 業者が施設の検査、 修理を 行う ため、 加入者の敷地、 家屋、 構築物等への

出入り について協力を 求めた場合には、 こ れに便宜を提供する も のと し ま す。

（ 著作権及び著作隣接権の侵害の禁止）

第１ ２ 条

加入者は、 個人的にま たは家庭内その他こ れに準ずる 限ら れた範囲内において使用する こ と を 目的と する 場合を 除

き 、 Ｔ Ｖ Ｔ が提供し ている サービ ス に対し て有する 著作権及び著作隣接権を侵害する 行為をする こ と は出来ま せん。

（ 故障）

第１ ３ 条
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Ｔ Ｖ Ｔ ま たはＴ Ｖ Ｔ の指定する 業者は、 加入者から Ｔ Ｖ Ｔ の提供する サービ ス の受信に異常がある 旨申し 出があっ

た場合は、すみやかにこ れを 調査し 必要な処置を講じ ま す。 ただし 、加入者の受信機に起因する 受信異常については、

こ の限り ではあり ま せん。

２ ． 加入者は、 Ｔ Ｖ Ｔ の提供する サービ ス の受信に異常を き たし ている 原因が加入者の施設によ る 場合は、 その施

設の修復に要する 費用を 負担する も のと し ま す。

３ ． 加入者は、 加入者の故意ま たは過失によ り Ｔ Ｖ Ｔ の施設に故障を 生じ さ せた場合は、 その施設の修復に要する

費用を負担する も のと し ま す。

（ 一時停止等）

第１ ４ 条

加入者は、 住居の建替等の已むを 得ない事由によ り Ｔ Ｖ Ｔ のサービ ス の提供の一時停止希望する 場合は、 Ｔ Ｖ Ｔ に

その旨を 申し 出る も のと し ま す。 Ｔ Ｖ Ｔ がその申し 出を承諾し た場合、 一時停止を 申し 出た日の属する 月の翌月から

の利用料は、 第５ 条の規定にかかわら ず無料と し ま す。

２ ． 加入者は、 前項の規定によ る Ｔ Ｖ Ｔ のサービ ス の提供の一時停止に対し て、 別途定める 一時停止手数料をＴ Ｖ Ｔ

に支払う も のと し ま す。 サービス の提供の再開を希望する 場合は、Ｔ Ｖ Ｔ にその旨を申し 出る も のと し ま す。 Ｔ Ｖ Ｔ は、

その申し 出を 承諾し た場合、 サービ ス の再開を 行いま す。 こ の場合、 再開し た日の属する 月の月額の利用料が生じ

る も のと し 、 日割計算は行わないも のと し ま す。

３ ． 本条に定める 一時停止期間は、 最長 1 年間と し ま す。 ただし 、 加入者と Ｔ Ｖ Ｔ と の合意に基づく 場合はこ の限り

ではあり ま せん。 加入者よ り 、 一時停止を申し 出た日の属する 月の翌月から 1 年の間に再開の申し 出がない場合は、

加入契約は解約さ れたも のと みなし ま す。

（ 設置場所の変更等）

第１ ５ 条

加入者は、 同一敷地内にかぎり 加入者の施設の設置場所を 変更する こ と ができ ま す。

２ ． 加入者は、 前項の規定によ り 加入者の施設の設置場所を 変更し よ う と する 場合は、 Ｔ Ｖ Ｔ にその旨を 申し 出る

も のと し ま す。

３ ． 加入者は、 前項の変更に要する 費用を 負担する も のと し ま す。

（ 名義変更）

第１ ６ 条

次の場合において加入者の異動を 生じ る と き は、 Ｔ Ｖ Ｔ の確認を 得て、 新加入者は旧加入者の名義を 変更する こ と

ができ る も のと し ま す。

（ 1） 家族間の相続ま たは法人の合併等の場合。

（ 2） 婚姻等によ る 氏名の変更や法人の商号変更の場合。

２ ． 前項の規定によ り 名義を 変更し よ う と する と き は、 新加入者はＴ Ｖ Ｔ に別途定める 名義変更手数料を 添えて申

し 出る も のと し ま す。

（ 加入申込書記載事項の変更）

第１ ７ 条

加入者は、 第１ ５ 条・ 第１ ６ 条に該当する 事項以外で、 加入申込書に記載し た事項を 変更する 場合は、 Ｔ Ｖ Ｔ に申

し 出る も のと し ま す。

（ 加入契約の解約）

第１ ８ 条

加入者は、 加入契約を 解約し よ う と する 場合は、 Ｔ Ｖ Ｔ の所定の方法によ り 、 Ｔ Ｖ Ｔ にその旨を 申し 出る も のと し

ま す。

２ ． 加入契約の解約の日は、 前項の申し 出があった日と し ま す。

３ ． 第１ ４ 条第３ 項に定める 一時停止期間が経過し た場合、 加入契約は解約と し ま す。

４ ． 本条第１ 項によ り 、 加入者から Ｔ Ｖ Ｔ に解約の申し 出があ っ た場合、 Ｔ Ｖ Ｔ ま たはＴ Ｖ Ｔ の指定する 業者によ

り 加入者の施設を 撤去する も のと し 、 撤去し た施設は第１ ０ 条第４ 項によ る も のと し ま す。 ま た Ｔ Ｖ Ｔ から の貸与

品がある 場合は、 加入者は当該品を  Ｔ Ｖ Ｔ に返却する も のと し ま す。

５ ． 加入者は別表にて定める 料金表の撤去費等をＴ Ｖ Ｔ へ支払う も のと し ま す。  

６ ． 解約・ 撤去に伴い加入者が所有、 占有する 敷地、 家屋、 構築物等の復旧を 要する 場合、 加入者はその復旧費用

を 負担する も のと し ま す。 ま た、 新たにアン テナなど のテレ ビ 受信施設など の構築が必要と なる 場合は、 加入者が

自ら の責任と 負担にてこ れを行う も のと し ま す。

（ 契約の解除）

第１ ９ 条 
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Ｔ Ｖ Ｔ は、 加入者が第６ 条第３ 項の規定によ り 料金の支払い義務を 怠っ た場合、 その他こ の約款に違反し たと 認め

ら れる 場合は、 加入者に催告の上、 ま たは加入者の都合によ り Ｔ Ｖ Ｔ から 加入者に対する 催告が到達し ない場合は

通知催告なし に、 加入契約を 解除する こ と が出来、 加入者はこ の加入契約によ る 全ての権利を 失う も のと し ま す。

ま たＴ Ｖ Ｔ から の貸与品がある 場合は、 加入者は当該品をＴ Ｖ Ｔ に返却する も のと し ま す。

２ ．契約の解除の際、加入者はＴ Ｖ Ｔ が契約の解除を 催告し た日の属する 月ま での利用料金を含んだ未払いの料金（ 以

下「 未納料金」 と いいま す） を支払う 義務を 負う も のと し ま す。

３ ． 電力・ 電話の無電柱化等、 Ｔ Ｖ Ｔ 、 加入者のいずれの責にも 帰する こ と の出来ない事由によ り Ｔ Ｖ Ｔ 施設の変

更を 余儀なく さ れ、 かつＴ Ｖ Ｔ 施設の代替え構築が困難な場合、 Ｔ Ｖ Ｔ は加入者にあら かじ め理由を 説明し た上で、

加入契約を 解除でき る も のと し ま す。

４ ． 天災地変等の不可抗力によ り 、 Ｔ Ｖ Ｔ が加入者に対する サービ ス の提供を 廃止し た場合、 Ｔ Ｖ Ｔ は、 加入者に

あら かじ め理由を 説明し た上で、 加入契約を 解除でき る も のと し ま す。

５ ． 本条第１ 項及び第３ 項によ り 加入契約を 解除し た場合に、 加入者が別途支払っ たＮ Ｈ Ｋ 放送受信料（ 衛星放送

受信料を 含む）、 株式会社ＷＯ ＷＯ Ｗの加入料及び視聴料、 その他こ れに類する 料金など が払い戻さ れずに加入者に

不利益、 損害が生ずる こ と があっ ても 、 Ｔ Ｖ Ｔ は何ら の責任も 負わないも のと し ま す。

６ ． 本条第４ 項によ り 加入契約を 解除し た場合に、 加入者が被っ た損害等については、 Ｔ Ｖ Ｔ は何ら 責任を 負いま

せん。

（ 初期契約解除）

第２ ０ 条

加入者は、 本件サービ ス の提供開始日も し く は加入契約内容の確認書受領日のいずれか遅い日から 起算し て８ 日間

は、 加入契約の解除（ 以下「 初期契約解除」 と いいま す） ができ ま す。 初期契約解除は、 解除の通知がなさ れた日

に解除の効力が生じ ま す。 ただし 、 Ｔ Ｖ Ｔ は、 契約事務手数料、 工事費（ 撤去費用含む）、 サービ ス 月額利用料及び

付加機能利用料を 加入者に対し て請求でき る も のと し ま す。 なお、 サービ ス 月額利用料及び付加機能料金は日割り

計算さ れま す。

（ 利用料の清算）

第２ １ 条

加入契約が解約と なっ た場合において、 すでに支払われた利用料に過払額があ る 場合は、 こ れを 返戻し ま す。 こ の

場合は、 前納額を 支払っ た加入者の未経過期間に対し て返戻する 過払額は、 前納支払額から 経過期間に対する 月額

計算によ る 利用料額を 差し 引いた残額と し ま す。

２ ． 第５ 条に定める 利用料額が改定になっ た場合、 加入者は改定日の属する 月よ り その改定利用料を Ｔ Ｖ Ｔ に支払

う も のと し ま す。 ただし 、 前納額を支払った加入者の未経過期間については、 こ れを据置く も のと し ま す。

（ 最低利用期間）

第２ ２ 条

本件サービ ス には、 1 年以内でＴ Ｖ Ｔ が別に定める 最低利用期間が適用さ れる 場合があり ま す。

２ ． 加入者は、 最低利用期間の定めがある 場合において、 最低利用期間満了日前に加入契約を 解約する 場合は、 最

低利用期間満了日ま での利用料を、 料金表に定める 解約手数料に加え、 違約金と し てＴ Ｖ Ｔ に対し て別途支払う も

のと し ま す。

（ 加入者の義務違反によ る 停止）

第２ ３ 条

Ｔ Ｖ Ｔ は加入者に、 こ の加入契約に違反する 行為があ っ たと 認める 場合は、 加入者に催告のう えＴ Ｖ Ｔ のサービ ス

の提供を停止し 、 解約の処置を講ずる こ と ができ る も のと し ま す。

２ ． 加入者は前項によ り 、 Ｔ Ｖ Ｔ よ り Ｔ Ｖ Ｔ のサービ ス の提供を 停止さ れ、 解約と なっ た場合は、 ただちにこ の加

入契約によ る 全ての権利を 失う も のと し ま す。 ま た Ｔ Ｖ Ｔ  から の貸与品がある 場合は、 加入者は当該品を  Ｔ Ｖ Ｔ  

に返却する も のと し ま す。

３ ． 前１ ．２ 項によ り 停止ま たは解約の処置が講じ ら れた場合に、 加入者が別途支払っ たＮ Ｈ Ｋ 放送受信料（ 衛星受

信料を 含む）、 株式会社ＷＯ ＷＯ Ｗの加入料およ び視聴料等が払い戻さ れず不利益、 損害が生ずる こ と があ っ ても 、

Ｔ Ｖ Ｔ は何ら の責任も 負わないも のと し ま す。

（ 不正利用）

第２ ４ 条 

加入者が第１ ０ 条第５ 項に違反し た場合は、 加入者がＴ Ｖ Ｔ のサービ ス の提供を 受け始めた年月にさ かのぼり 、 当

該加入契約に定めら れた利用料を 別途にＴ Ｖ Ｔ に支払う も のと し ま す。

（ Ｂ －Ｃ Ａ Ｓ カード なら びにＣ －Ｃ Ａ Ｓ カード の取扱いについて）

第２ ５ 条
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Ｂ Ｓ デジタ ル放送用Ｉ Ｃ カード （ 以下「 Ｂ －Ｃ Ａ Ｓ カード 」 と いいま す） については、 株式会社ビ ーエス・ コ ンディ

ショ ナルアク セス シス テム ズから 貸与さ れる も のであ り 、 その扱いについては同社の ｢Ｂ －Ｃ Ａ Ｓ カ ード 使用許諾

契約約款」 に定める と こ ろ によ り ま す。

２ ． Ｃ －Ｃ Ａ Ｓ カ ード （ デジタ ルＣ Ａ Ｔ Ｖ 放送限定受信用Ｉ Ｃ カ ード ） の所有権は、 Ｔ Ｖ Ｔ に帰属し 、 Ｔ Ｖ Ｔ の手

配によ る 以外のデータ 追加・ 変更・ 改竄は禁止し 、 それら がおこ なわれたこ と によ る Ｔ Ｖ Ｔ 及び第三者に及ぼさ れ

た損害・ 利益損失については加入者が賠償する も のと し ま す。

３ ． 加入者は、加入契約の解約若し く は解除時は、Ｃ －Ｃ Ａ Ｓ カード を甲に返還する も のと し ま す。 ま た、Ｔ Ｖ Ｔ は、

必要に応じ て、 加入者にＣ －Ｃ Ａ Ｓ カード の交換及び返却を請求する こ と ができ る も のと し ま す。

４ ． 加入者がＣ －Ｃ Ａ Ｓ カ ード を 破損又は紛失し た場合には、 加入者は、 Ｔ Ｖ Ｔ に直ちに届け出る も のと し 、 Ｔ Ｖ

Ｔ が別途定める 手数料を Ｔ Ｖ Ｔ に支払う も のと し ま す。 ま た、 加入者は当該破損又は紛失によ り Ｔ Ｖ Ｔ に生じ た損

害を 賠償する も のと し ま す。

（ 料金等の変更）

第２ ６ 条

社会情勢の変化、本件サービ ス の内容の変更等に伴いＴ Ｖ Ｔ は第５ 条の料金等を 改定でき る も のと し ま す。こ の場合、

改訂の１ ヶ 月前ま でにＴ Ｖ Ｔ は加入者に通知し ま す。

（ 加入契約の有効期間）

第２ ７ 条

加入契約の有効期間は加入契約成立日から １ 年間と し、 加入契約期間満了の１ ０ 日前ま でにＴ Ｖ Ｔ 及び加入者いず

れから も 更新し ない旨の意思表示のない場合、 加入契約は引き 続き １ 年間の期間を も っ て自動的に更新する も のと

し 、 以後も 同様と し ま す。  

（ 反社会勢力の排除）

第２ ８ 条

Ｔ Ｖ Ｔ は、 加入者が反社会的勢力（ 暴力団、 暴力団員、 暴力団員でなく なっ た時から ５ 年経過し ない者、 暴力団準

構成員、 暴力団関係企業、 総会屋等、 社会運動等標ぼう ゴロ 又は特殊知能暴力集団、 その他こ れら に準ずる 者を いう 。

以下同じ ） に該当し 、 又は、 反社会的勢力と 以下の各号の一にでも 該当する 関係を 有する こ と が判明し た場合には、

何ら の催告を要せず、 本契約を 解除する こ と ができ る も のと し ま す。

（ 1） 反社会的勢力が経営を 支配し ている と 認めら れる と き

（ 2） 反社会的勢力が経営に実質的に関与し ている と 認めら れる と き

（ 3） 自己、 自社若し く は第三者の不正の利益を 図る 目的又は第三者に損害を 加える 目的を も っ てする など、 不当

に反社会的勢力を利用し たと 認めら れる と き

（ 4） 反社会的勢力に対し て資金等を提供し 、 又は便宜を供与する など の関与をし ている と 認めら れる と き

（ 5） その他役員等又は経営に実質的に関与し ている 者が、 反社会的勢力と 社会的に非難さ れる べき 関係を 有し て

いる と き

２ ． Ｔ Ｖ Ｔ は、 加入者が自ら 又は第三者を 利用し て以下の各号の一にでも 該当する 行為を し た場合には、 何ら の催

告を 要せず、 本契約を解除する こ と ができ る も のと し ま す。

（ 1） 暴力的な要求行為

（ 2） 法的な責任を超えた不当な要求行為

（ 3） 取引に関し て、 脅迫的な言動をし 、 又は暴力を用いる 行為

（ 4） 風説を 流布し 、 偽計又は威力を用いてＴ Ｖ Ｔ の信用を棄損し 、 又はＴ Ｖ Ｔ の業務を 妨害する 行為

（ 5） その他前各号に準ずる 行為

３ ． Ｔ Ｖ Ｔ が本条各項の規定によ り 本契約を 解除し た場合には、 加入者に損害が生じ ても Ｔ Ｖ Ｔ は何ら こ れを 賠償

ないし 補償する こ と は要せず、 ま た、 かかる 解除によ り Ｔ Ｖ Ｔ に損害が生じ たと き は、 加入者はその損害を 賠償す

る も のと する 。

（ 加入者の個人情報の取り 扱いについて）

第２ ９ 条

Ｔ Ｖ Ｔ は保有する 加入者個人情報については、 個人情報の保護に関する 法律、 個人情報の保護に関する 基本方針、

及び放送受信者等の個人情報の保護に関する 指針に基づく ほか、 別途オン ラ イ ン 上に提示する 「 個人情報保護ポリ

シー http://w w w .tvt-catv.jp/privacy_ policy.htm l」 基づいて適正に取り 扱いま す。

（ 約款の変更）

第３ ０ 条

Ｔ Ｖ Ｔ は、 加入者の同意を 得る こ と なく こ の約款を 変更する こ と ができ る も のと し ま す。 こ の約款が変更さ れた場

合は、 当該変更後の約款が加入者に適用さ れる も のと し、 本件サービ ス 提供条件等は、 当該変更後の約款によ る も
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のと し ま す。

２ ． こ の約款の変更に当たっては、 Ｔ Ｖ Ｔ は、 加入者に対し て、 その変更内容を電子メ ールによ る 送信、 Ｔ Ｖ Ｔ ホー

ム ページにおける 公表その他Ｔ Ｖ Ｔ が適当である と 判断する 方法によ り 加入者に事前に通知し ま す。

（ 特約事項）

第３ １ 条

Ｔ Ｖ Ｔ は、 視聴状態の確認を 行う ために、 第２ ９ 条（ 加入者の個人情報の取扱いについて） の規定を 遵守し た上で

加入者が使用する 、 Ｔ Ｖ Ｔ が定める 一定の条件を 満たし た環境下の対象Ｓ Ｔ Ｂ と 、 電気信号によ る 通信を 行う こ と

ができ る も のと し ま す。  

（ 協議）

第３ ２ 条

こ の約款に定めなき 事項あ る いは疑義が生じ た時は、 Ｔ Ｖ Ｔ 、 加入者は誠意を も っ て協議のう え、 解決にあ たる も

のと し ま す。

（ 準拠法）

第３ ３ 条

こ の約款は日本法に準拠し 、 日本法に従っ て解釈さ れる も のと し ま す。

（ 裁判管轄）

第３ ４ 条

こ の約款に関する 一切の紛争については、 岡山地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所と し ま す。

付 則

1． こ の約款は、 平成３ ０ 年７ 月１ 日よ り 施行し ま す。

2． こ の約款は、 令和 7 年 3 月 1 日から 一部改定し ま す。

以 上

 株式会社テ レ ビ 津山 セッ ト ト ッ プ ボッ ク スレ ン タ ルサービ ス契約約款

株式会社テ レ ビ 津山（ 以下「 TVT」 と いいま す） と TVT の行う 放送サービ ス を 利用する た めにセッ ト ト ッ プボ ッ

ク ス （ 以下「 STB」 と いいま す） のレ ン タ ルサービ ス を 利用する も の（ 以下 ｢利用者｣ と いいま す） と の間に締結さ れ

る 契約（ 以下「 STB レ ンタ ル契約」 と いいま す） は、 次の条項によ る も のと し ま す。

（ STB レ ンタ ル料金）

第 1 条

利用者は、 本サービ ス を受け始めた日の属する 月から 、 こ の契約の解約を申し 出た日の属する 月ま で 、 STB1 台ご と

に別途料金表に掲げる レ ンタ ル料を TVT に支払う も のと し ま す。

2． TVT はレ ンタ ル料を改定する 場合は、 1 ヵ 月前ま でに利用者に通知する も のと し ま す。

（ レ ンタ ル料の支払方法等）

第 2 条

レ ンタ ル料の支払等に関し ては、 テレ ビ 約款第６ 条乃至第８ 条を準用する も のと し ま す。

（ 最低利用期間）

第 3 条　

レ ン タ ルサービ ス の最低利用期間は 6 ヶ 月と し ま す。 但し 、 別途料金表で定める 一部のサービ ス については適用さ

れないも のと し ま す。

（ STB レ ンタ ル契約の解約）

第 4 条　

利用者が STB レ ンタ ル契約を解約する 場合は、 TVT が指定する 書面にて TVT に申し 出を行い、 STB を返還する も の

と し ま す。 なお、 デジタ ルベーシッ ク については STB レ ンタ ルのみを解約する こ と は出来ま せん。

2． STB レ ンタ ル解約は、 前項の STB の返還があった日と し ま す。

3． STB の返還については TVT が引き 取り に訪問する 場合は別表に掲げる 手数料を 利用者は TVT に支払う も のと し

ま す。

4． STB およ び付属品について万一、 紛失・ 破損およ びご返却いただけない場合は、 別に定める 機器損害金を申し 受

けま す。
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